
窓口支援事例 【静岡県 知財総合支援窓口】 平成 29 年度版 

企業情報 

羽立工業株式会社                                      

所在地 静岡県湖西市 

ホームページ URL http://www.hatachi.jp/ 

設立年 1950 年 業 種 製造業 

従業員数 50 人 資本金 1,000 万円 

      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

企業概要 

自社の強み 

一押し商品 

 

当社は、グラウンド・ゴルフをはじめ、フィットネスやノルディック・ウ

ォーク用品など、健康スポーツ用品の企画・開発、製造、販売を手掛けてい

ます。特に、グラウンド・ゴルフ用品においては、市場シェア 2 位を誇っ

ています。自社のプラスチック成型技術を活かした製品性能・品質を日々研

究しています。企画・開発、製造、販売までを当社で一貫して行っているた

め、ユーザーの声を商品に反映出来ることが自社の強みです。 

 

当社は 1950 年、中村羽毛研究所として創業し、バドミントンのシャト

ルコックを、世界で初めてプラスチックで製造しました。創業より培ったプ

ラスチック成型技術を強みに、現在では、自動車部品や玩具、スポーツ用品

の企画・開発、製造を手掛けており、事業の幅は多岐にわたります。プラス

チック製品のパイオニアとして、様々な分野における事業への取り組み、独

自の技術の開発、成形技術と製造ノウハウを積み重ね、常にモノづくりへの

挑戦を続けています。 

 

今回開発した、グラウンド・ゴルフのクラブ「ストレートドライブクラブ」

（特許出願中）では、打球面に新しく熱可塑性ポリウレタンエラストマーを

採用しました。樹脂メーカーとの協業により、グラウンド・ゴルフクラブに

適した樹脂の研究を行い、材料の選定や形状の検討を行いました。採用とな

った樹脂は、耐摩耗性に優れ、傷に強く、ソフトな打感ながら高い反発性能

があり、グラウンド・ゴルフクラブの打球面に最適な樹脂です。既存商品に

おいて弱点となっていた点を解消する、ユーザー目線の新しいクラブに仕上

がりました。2017 年 2 月より、全国のスポーツ店にて発売しており、ご

好評をいただいております。 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

窓口活用のきっかけ 

これから窓口を活用する企業へのメッセージ 

知財総合支援窓口活用のポイント

 以前から商標等の相談はありましたが、本格的な特許相談は、グラウンドゴルフボールの新製品に

関する相談が最初でした。 

 

特許権利化に向けて専門家（弁理士）を派遣し、開発担当者、同専門家及び窓口担当者の三者で特

許出願のポイントや他社権利対策等のブレーンストーミングを重ねました。議論する中で様々なアイ

デアが出され、最初は困難と思われていた課題を解決することができ、同社の新製品開発の支援をさ

せていただくことができました。 

その後、グラウンドゴルフボールの改良やクラブ等の新製品の特許に関する相談をいただき、前回

同様、三者でブレーンストーミングを重ね、新製品開発の支援をさせていただきました。また、スポ

ーツ用品や健康ビジネスにおけるブランディングについて、専門家（商標・ブランド）を派遣して商

標の基礎知識やブランドの考え方等を指導する等、同社ブランド構築の支援もさせていただいていま

す。 

 同社は、以前から特許等の出願経験はありましたが、特許課のような部署はなく、担当者が特許、

商標、意匠等の保護から活用まで、知財全般に関する課題を抱えていたものと思われます。知財総合

支援窓口を知り、そういった課題を解決できることがわかり、積極的に活用していただいております。

 

窓口に相談し、経験豊かな担当の方にアドバイスをもらうことで、複数の知財案件について出願を

することができました。特に、出願内容を一緒になって検討していただいたことにより、社内のリソ

ースだけでは得られない考え方やアイデアが生まれ、より価値の高い内容で出願ができ、知財に関す

る意識を高めることができたと実感しています。 

窓口担当者から一言 （氏名：近藤 達憲） 

 発明者、特許事務所及び知財担当者の三者面談を経ての特許出願は大企業では一般的

ですが、中小企業では中々困難です。そういったハンディを、知財総合支援窓口を活用

していただくことで克服できる可能性があります。本件はその例といえます。知財総合

支援窓口を「町の特許課」として活用していただき、ビジネスチャンスをつかんでくだ

さい。 

最初の相談概要 

その後の相談概要 

窓口を活用して変わったところ 


